	議　　事　　録

	会議名
	丸亀市自治基本条例策定委員会（第２回）

	開催日時
	平成17年12月21日（水）　10時～12時15分

	開催場所
	市役所別館５階　第３会議室

	出席者
	（出席委員）
鹿子島　仁　　松本　京子　　大西　泰弘　　高木　三雄　　村山　一子　　　　　　　　宮川　文一　　山田　妙子　　進　和彦　　　岩瀬　節子
（欠席委員）

片原　弘清

（説明のために出席した者）
企画財政部長　中島弘二　　　　　企画課長　山岡義國　　
企画課新市建設室長　横山孝信　　企画課副課長　大喜多章親


	議　　題

	（１）丸亀市自治基本条例（一次原案）について
　　①　前回提案された意見について　など



	傍聴人
	　なし

	議事の　概　　要
	１　開会

２　会長あいさつ
３　議事

　鹿子嶋会長　　　本日の議事は、「丸亀市自治基本条例（一次原案）について」である。前回提案された一次原案に対して、各委員や議会等から意見がでている。これらの意見について策定委員会としてどのような対応をするか検討願いたい。
　　　　　　　　　本来なら各条項ごとに、順を追って協議していきたいが、時間的な関係もあり、効率よく進めたい。これまでに出てきた意見等に対する、事務局の考え方を取りまとめた資料が配布されているので、これを基に検討を加える。この資料について説明願いたい。

事務局（横山）　（自治基本条例（一次原案）に対する議会・庁内・委員会の意見について説明（１～３条））
鹿子嶋会長　　　今の説明について質問はないか。
松本副会長　　　（前文）２段落目に「こうした気候風土は、・・・まちを発展させた」とあり、３段落目は「私たちは、先人たちが守り続けてきた豊かな自然と、・・・」とある。2段落目を「「人」が・・・まちを発展させた」という表現にすると、３段落目の先人に繫がってくる。
鹿子嶋会長　　　「市」と「市長等」の見直しもしているようだが、定義の２条２号の「市長等」を削除してはどうか。市も市長等も執行機関であり、市の執行機関は自治法にも載っている。自治法にない「市民」「参画」「協働」の概念のみを定義する。消防長の問題も解決する。

進委員　　　　　市民にとっては定義して載せておく方が分かりやすく、親切である。

松本副会長　　　議会の定義もない。「市長等」を除けたらどうか。
鹿子嶋会長　　　自治法にないものは定義するが、自治法で定義されているものを再度定義するのはどうかということである。削除した後の言葉は執行機関となる。
大西委員　　　　市長等が執行機関ということか。

鹿子嶋会長　　　後で、事務局とも相談する。
松本副会長　　　前文の最後の「私たちは」とは、具体的に誰のことか。

事務局（横山）　全てを含んだ市民のことである。市、議会も含まれる。

大西委員　　　　他市の例では、「私たち○○市民は」という表現をしているところもある。

鹿子嶋会長　　　○○市民としても別に問題はないと思う。「私たち丸亀市民は」でどうか。

事務局（横山）　後で会長とも協議する。必要であれば、解説の中でもより分かりやすくしたい。
鹿子嶋会長　　　前文には「私たちは」という言葉が何箇所か出てくるが、「私たち丸亀市民」と最初か最後に入れるのはどうか。事務局で検討いただきたい。
事務局（中島）　最初に入れたい。

大西委員　　　　「前文」の前半部分はない方が良い。自治基本条例らしい本来の部分が弱まる気がする。

鹿子嶋会長　　　ワークショップの中でもシンボル的なものを入れた方がイメージしやすいという意見があった。
　　　　

事務局（横山）　（説明（４～７条））
鹿子嶋会長　　　今の説明について何かないか。

全委員　　　　　（なし）

事務局（横山）　（説明（８～14条））
　　　　　　　　「市」は、市民参画、協働でまちづくりを推進するというような理念を表すときに使い、「市長等」は、理念に基づいて具体的に○○の施策を講じるというように権限を行使するような場合に使っている。
進委員　　　　　14条は「市長等」でよいのか。

事務局（横山）　これらの施策を講じるとなっているので、「市長等」とした。また、６章は執行機関についてのことであり、「市長等」とした。
事務局（横山）　（説明（15条））
　　　　　　
　　　前回の委員会で出た意見の「透明性の確保」については、７章の市政運営の原則に（20条の前）新たに1条を設けたい。
鹿子嶋会長　　　今までのところで意見はないか。

大西委員　　　　情報の共有（７章20条）は市民参画（６章14条）の前にあった方が良いのではないか。情報共有が前提で参画があるということだとすると、その方が良い。

鹿子嶋会長　　　「情報共有なくして参画なし」と言われているが、情報共有が参画の前に出た方が良いという意見です。
事務局（山岡）　6章は参画と協働であり、7章は市政運営の原則を書いている。章の並び、まとめ方からいうと、その条だけ移動するのはどうか。

大西委員　　　　構成上しかたがないとしても、情報の共有については、もう少し詳しく書く必要がある。

15条にパブリックコメント、アンケートがあるが、やはりその前の段階での情報共有が必要と思う。

鹿子嶋会長　　　６章の参画の前に20条の情報共有を「章」として置くとすると、中身を厚くしなければならない。事務局と検討する。
15条について、1項の「市民に情報を提供し、意見を・・・」のうち「情報を提供し、」の部分を削除し、「市民に意見を求められなければならない。」と原則だけを書く。

２項の「適切な方法を選択するとともに、原則として提示された意見に回答し、公表しなければならない。」のうち、「原則として提示された意見に回答し、公表しなければならない」を削除して、「適切な方法を選択するとともに、あらかじめ市民に情報を提供し、十分な時間を確保する。」という「配慮規定」を加える。
削除した「原則として・・回答し、公表しなければならない」の部分は、「応答責任」として「説明責任」を規定している23条に２項として加えたい。一般的な応答責任として23条２項で規定することにより、パブリックコメントの応答責任も入ってくる。
　事務局（横山）　会長と協議してそのような方向で整理したい。

松本副会長　　　「原則として提示された意見に回答し、公表しなければならない。」とあるが、「提示された意見に回答し、原則として公表・・・」の方が良いのでないか。
鹿子嶋会長　　　アンケートに対して、回答があるかという問題もあるが、「原則として」は、回答にも公表にもかかる。
松本副会長　　　23条に移した場合も「原則として」を入れるのか。

鹿子嶋会長　　　その場合は、削除しても良い。
　　　　　　　　続いて説明願いたい。

事務局（横山）　（説明（16～19条））
　　　　　　　　住民投票については、常設型か非常設型かという問題もでた。委員会でも協議していただきたいが、事務局案としては年齢等選挙権の問題もあり、非常設型としている。

鹿子嶋会長　　　今のところで意見はないか。

大西委員　　　　自治推進委員会（19条）のイメージ分からない。どういう風に運用するのか。
事務局（横山）　市の付属機関として設置する。市長の諮問機関になる。

大西委員　　　　「自治」とは自主的に動くものである。

事務局（山岡）　条例に基づいて、協働、参画が進んでいるか、また課題があれば意見をいただく附属機関である。

大西委員　　　　コミュニティ等とは、別のものか。

事務局（山岡）　あくまでも公的な付属機関であり、この会と同じように、委嘱して非常勤職員となる。

進委員　　　　　諮問に対する答申ということで、例えば委員がコミュニティの代表であっても、コミュニティに関する意見だけを言うのではない。
「自治推進委員会」という名称の「自治」が「地域」と結びついて紛らわしいのかも知れない。

鹿子嶋会長　　　「自治推進委員会」というのは、条例を定めて、それがうまく進展しているのか、効果がでているのかを身定めると機関という概念である。

　　　　　　　　他に何かないか。

松本副会長　　　21条は権利を明らかにするのは誰かなど分かりにくい。

事務局（横山）　市長等が、ここに書かれているような権利を明らかにすることによって、個人情報を保護することである。

事務局（山岡）　既に、個人情報保護条例ができている。もし、条例がないのであれば、これによって作れという主旨である。
鹿子嶋会長　　　他になければ続けて説明願いたい。

事務局（横山）　（説明（20～附則））

　　　　　　　　（32条）見出しのように「条例の見直し」に限定すると、市長しか権限がない。

鹿子嶋会長　　　意見はないか。

宮川委員　　　　32条の条例の見直しは５年でよいのか。
鹿子嶋会長　　　見直しの機関を書いていないところもあるし、首長選挙に合わせて４年としているところもある。ただ、5年間は見直さなくて良いということではない。

事務局（部長）　総合計画など市の各種計画も５年であるので、５年とした。

鹿子嶋会長　　　条例の見直しは、「市」ではダメなのか。市にすると議会、執行機関も含まれる。
事務局（山岡）　見出しが「条例の見直し」となっているので、２項の「この条例及びこの条例に基づく制度等の見直し」部分の「及びこの条例に基づく制度等」を削除し、「この条例の見直し」として条例に限定することにより、主語を「市長」にする。
　　　　　　　　

大西委員　　　　行政評価（28条）の意見で、「多様な評価」の多様は「多様な視点で」という意味である。

鹿子嶋会長　　　行政評価は、監査とは別の概念か。
事務局（横山）　別の概念である。

鹿子嶋会長　　　評価には、自己評価である内部評価と外部評価がある。具体的に外部評価は動いているのか。
事務局（横山）　現在のところ、第三者機関による外部評価はしていない。
鹿子嶋会長　　　行政評価委員会を作って一部住民を参加させて自己評価に対して市民の側から評価する例もある。

行政評価の実施と公表だが、条例にどこまで書くのか。評価して公表というベーシックなパターンになっているが、評価、公表に加えて評価委員会の設置、評価条例などを書き加えている例もある。
進委員　　　　　条文自体はこれで良い。解説の中それが可能なように説明する。

大西委員　　　　評価は重要である。「別途外部評価条例を定める」というものが必要である。

　　　　　　　　条例の中に、「別に定める」と出てきているところがあるが、説明が必要である。
事務局（中島）　今、総合計画を策定しているが、分かりやすい行政評価システムを作って公表していくことにしている。

松本委員　　　　26条の「最少の経費で最大の効果を挙げる」の部分についてだが、行政は効率になじまない部分があり、最少の経費では「質」が期待できない。「適切な経費とか必要な経費」とかに変えられないか。

事務局（横山）　「最少の経費で最大の効果を挙げる」の部分は、自治法にも明記されている文言である。ただ、「徹底した経費削減・・」は市の姿勢を示したものであり、削除しても良い。
鹿子嶋会長　　　最少の経費は額の問題でなく、効率的な方法を選べということである。

事務局（山岡）　あくまで、財政の健全性の確保ということで、こういうフレーズになっている。
進委員　　　　　「最少の経費で最大の効果」は書いているが、最終的には「福祉の向上」に繫がる。財政のことだけ書いてあり、福祉の部分がない。

鹿子嶋会長　　　自治法では「地方公共団体はその事務を処理するに当たっては、住民福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない」とある。
事務局（横山）　自治法に載っているということでもあり「最少の経費で最大の効果を挙げるため、徹底した経費削減に取り組むことにより」の部分を削除し、「市長は、法の定めるところにより、健全財政の確保に努め、・・・」とする。
大西委員　　　　スケジュールについてだが、パブリックコメントを１月位にして、出てきた意見について委員会で議論するのか。

事務局（横山）　次回の策定委員会でパブリックコメントに出す素案を決め、市民の意見を求める。市民意見を受けて、1月の終わりか２月の初めごろ開催の策定委員会に提案する。その場で最終的な条例案として取りまとめていただく。
27条の主語「市長等は、」を他の条のように最初に持ってくる。
鹿子嶋会長　　　７章のタイトル「市政運営の原則」と修正案の20条の１のタイトルが同じになっている。

事務局（横山）　条のタイトルを「透明性の確保」とかに変える。

鹿子嶋会長　　　16条に「公募委員を加えなければならない」とあるが、公募委員が、集まらない時とか、専門委員だけで良い時はどうするのか。
事務局（中島）　各種団体に委員をお願いしていたが、同じ人ばかりになる傾向があり、公募したらどうかという意見があった。

事務局（横山）　今日出された意見については、会長とも協議して修正する。来月早々には策定委員会を開催したい。資料は事前に配布できるようにしたい。

４　その他

　（１）次回策定委員会の日程について

　　　　（１月６日（金）午後1時３０分から別館5階第1会議室で開催に決定）

５　閉会　
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